地方独立行政法人の中期目標期間終了時の検討に係る意見について
	
地方独立行政法人法第31条


　設立団体の長は、地方独立行政法人の中期目標の期間の終了時において、当該地方独立行政法人の業務を継続させる必要性、組織の在り方その他その組織及び業務の全般にわたる検討を行い、その結果に基づき、所要の措置を講ずるものとする。

２　設立団体の長は、前項の規定による検討を行うに当たっては、評価委員会の意見を聴かなければならない。


（ぎょうせい「逐条解説　地方独立行政法人法」から趣旨抜粋）

・第1項は、中期目標期間の終了時に検討を行い、所要の措置を講じることにより、経済社会情勢等を勘案し、行政主体が担う必要性が乏しくなった事務・事業を廃止あるいは民営化し、また時宜に応じた業務運営の方法に改めるなど、機動的・弾力的な業務運営が行うもの。
・第２項は、前項の検討を行うに当たっては、客観性・専門性を有し、業務実績の評価を行っている評価委員会の意見を聴くこととするもの。

＜次期中期目標期間の評価についての検討＞
（現在の年度評価についての主な意見）
・評価対象となる小項目数（100～200項目）が多く、作業の効率化を図るべき。
・活動実績だけでなく、成果（アウトカム）評価が必要ではないか（目玉事業など）。
・目標比だけでなく、前年比をミックスして評価してはどうか。

・他府県や他機関との比較の観点で行うべきではないか。
　・（大学の）教育面は評価できないが、学生（人材）面は評価できるのではないか。
・特徴的な取組みを示すなど、府民に分かりやすいものにすべきではないか。
・府からの交付金、負担金が経営に左右する（経営努力で新たな投資ができるように）
	【次期評価に向けた検討（案）】
○現在の業務実績報告書では、中期計画・年度計画に記載の小項目（大学で約200項目）全てについて、法人によるウェイト付けと自己評価を行い、評価委員会による評価を実施。
　⇒詳細な報告書の作成が必要か。報告書が必要としても全ての小項目について評価委員会が評価を行う必要があるか。

○全ての小項目評価結果をもとに大項目評価を実施している（例えばⅢ以上が9割ならB（おおむね計画どおり））が、予め設定された主な評価視点・指標について点検し、その他特筆すべき取組みや課題について記載してはどうか。
（例）①経営・財務　　経常収支比率、職員給与比率、組織マネジメントなど

②ｻｰﾋﾞｽ・成果　（大学）人材育成の状況やレベル、就職先、地域貢献など

　　　　　　　　　　　 （病院）患者数、手術件数、病床利用率、患者満足度（ＣＳ）など
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